
　 農業者の高齢化や減少が進む中、 農地を 後世に残し 、 農業を 効率的に営むため

には、 将来の農地利用について話し 合い、 目指す姿を具体化するこ と が重要です。

　 誰が地域の農業を 担う のか、 活力ある 農村を どう 創る のかなど 、 集落や住民で

将来像を 話し 合いまし ょ う 。

人・ 農地のみら いを考える「 地域計画」を

作成し まし ょ う ！

人・ 農地のみら いを考える「 地域計画」を

作成し まし ょ う ！

地域計画作成の目的

①「 地域計画」 っ てなに？

　 ・ 地域での話し 合いによ り 目指すべき 将来の農業のあり 方と 農地利用の

　  姿を明確にする計画です。

　 ・ 従来の人・ 農地プラ ン に目標地図が追加さ れるイ メ ージです。

　 ・ 令和７ 年３ 月末までに作成する必要があり ます。

②「 目標地図」 っ てなに？

　 ・ 農地一筆ごと に、 将来（ 10 年後） の耕作予定者を示し た地図です。

　 ・ 農地の貸借は目標地図に基づいて行う こ と と なり ます。

　 ・ 集約化の合意が難し い場合は、 一旦数年先の姿で目標地図を 作成し 、

　  令和７ 年度以降も 話し 合いを 続け、 理想と する 目標地図の作成を 目指 

　  し まし ょ う 。

地域計画と 目標地図

地域計画 ＝ 地域農業の将来のあり 方 ＋ 目標地図

現状 目標地図
（ 数年先）

理想的な目標地図
（ 1 0 年先）



【 話し 合いに向けた準備】

① 現況地図の作成（ 現在の耕作者等の把握）

　 地域内の農地ごと に現状の所有者と 耕作者を整理し 、現況地図を作成し ます。

② 将来（ 1 0 年後） の耕作の見込み、 意向等の把握

　 耕作者の年齢や後継者の有無、将来の耕作意向等をアンケート 等で確認し ます。

【 集落での話し 合い】

③ 将来の地域農業のあり 方、 将来の耕作者についての話し 合い

・ 現況地図に②の結果を反映（ 特に後継者がいない農地を「 見える化」） し 、 後継

者不在の農地を誰が担う のかなど話し 合い、 １ 筆ごと に将来の耕作者を明確化

し まし ょ う 。

・ あわせて、 将来の地域農業のあり 方を話し 合いまし ょ う 。

④ 地域計画案の作成・ 市町への提出

　 地域計画の様式に整理し て必要事項を記載し 、 地域計画（ 目標地図）

の案を完成し ます。 その後、 案を市町に提出し まし ょ う 。

①地域計画の実現に向け取り 組んでいる 地区への支援

　 ・ 機構集積協力金： 担い手への農地の集積や集約化に向け、 農地中間管理機構を介し 、

　 　 農地の貸借を行う 地域に交付する（ 水路の改修や機械の導入などに活用可能）

　 ・ 農地耕作条件改善事業： ほ場条件の改善等に対する支援

②目標地図で将来の耕作予定者に位置付けら れた経営体への支援

　 ・ 農地利用効率化等支援交付金： 機械や施設等の導入支援

　 ・ 集落営農活性化プロジェ ク ト 促進事業： 集落営農組織の活性化に向けたビジョ ン作成、

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 若者等の雇用、 機械等の導入などの支援

地域計画が要件と なっ ている事業一覧（ 右の２ 次元コ ード から 読み取れます）

①将来の耕作予定者が未定の農地は「 今後検討」 と 記入いただいて構いません。 また、 一筆の農

地に複数の耕作予定者を併記するこ と も 可能です。

②集落外から 入り 作し ている担い手の意向も でき る限り 反映さ せまし ょ う 。

③地域計画は、概ね５ 年毎に見直し を行う 予定ですが、更新も 可能です（ 市町にご相談く ださ い）。

集落等での地域計画の作成方法（ 例）

地域計画を作成し た地域に対する支援（ 補助事業）

【 ポイ ン ト 】

地域計画に関するご質問は各市町に

お問い合わせく ださ い。
令和６ 年３ 月　 滋賀県農政水産部みら いの農業振興課

　 　 農地の貸借を行う 地域に交付する（ 水路の改修や機械の導入などに活用可能）



地域計画に基づく

新し い農地貸借の仕組み

地域計画に基づく

新し い農地貸借の仕組み
・ 農地の貸借を希望さ れる場合は、 申請手続き が必要です。

・  申請の窓口は、市町（ 農政担当課）になり ます。 農地の貸借を 希望さ れる場合、所有者（ 出

し 手） と 耕作者（ 受け手） が貸借の期間や賃料等の条件を 調整のう え、 貸借申請書を

作成し 、 市町（ 農政担当課） に提出し てく ださ い。

・ 申請内容について市町が地域計画と の整合性などを 確認し た後、 公益財団法人滋賀県

農林漁業担い手育成基金（ 農地中間管理機構） を通じ て農地の貸借が行われます。

※本県では、「 公益財団法人滋賀県農林漁業担い手育成基金」 が「 農地中間管理機構」 と し て知事の指定を

   受けています。

右ページ

に続く



◆地域計画（ 目標地図） と の関係
・ 担い手育成基金（ 農地中間管理機構） は、 原則、 地域計画（ 目標地図） の内容に沿っ て農

地の貸借を行います。

・ 目標地図の記載内容と 異なる 農地の貸借は原則と し てでき ませんが、 そのよ う な貸借や地

域計画が未策定の地域において農地の貸借を希望さ れる 場合は、事前に市町（ 農政担当課）

までご相談く ださ い。

◆賃料の取り 扱い
・ 賃料は、 担い手育成基金（ 農地中間管理機構） が取り 扱います。

・ 受け手から の賃料の徴収は、 毎年1 1 月1 5 日に金融機関の指定口座（ 滋賀県内の農業協同

組合に限り ます） から 担い手育成基金（ 農地中間管理機構） が引き 落と し ます。

・ 出し 手への賃料のお支払いは、 毎年 1 2 月末日までに指定の金融機関の口座へ担い手育成

基金（ 農地中間管理機構） が振り 込みます。

◆その他
・ 出し 手と 受け手で事前に貸借期間や賃料等の条件が調整でき ていない場合や、 耕作者（ 受

け手） が決まっ ていない場合は、 貸借申請書を受付でき ません。

・ 市町から 提出のあっ た書類を も と に、 担い手育成基金（ 農地中間管理機構） が農地貸借に

必要な書類を 作成し 、 こ れを 県（ 草津市、 甲賀市にあっ ては市） が法律（ 農地中間管理事

業の推進に関する法律） に基づき 認可し 、 公告するこ と で権利が設定さ れます。

・ 担い手育成基金（ 農地中間管理機構） が令和 4 年度まで行っ ていた借受希望者の公募、 農

地所有者と 耕作者のマッ チングは、 法改正（ R5 .4 .1 ） により 終了し まし た。

◆農地貸借の申請に関するこ と
　 ・ 各市町の農政担当課（ 農地が所在する市町）

◆農地貸借後の貸借条件の変更等に関するこ と
　 ・ 担い手育成基金（ 農地中間管理機構） の地域窓口（ 農地が所在する地域窓口）

左ページ

から の続き


